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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 13,485,030 13,591,425 18,525,242

経常利益 （千円） 1,847,998 932,388 2,126,804

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,205,801 560,524 1,317,256

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,025,239 444,852 1,831,418

純資産額 （千円） 20,670,860 21,525,729 21,477,039

総資産額 （千円） 25,451,685 26,841,334 26,554,777

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 86.74 40.32 94.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.2 80.2 80.9

 

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 36.34 12.75

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適

用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では雇用・所得の改善に加えガソリン安の恩恵によって家

計部門が牽引する緩やかな景気拡大基調が続き、欧州でも個人消費を中心として内需主導の景気回復が見られます

が、新興国経済は中国経済減速を背景とした資源価格下落や自国通貨安による影響は甚大で景気低迷しています。

一方、わが国経済は横這い推移していた個人消費が暖冬の影響もあり弱含み、回復基調にある企業業績も円安の一

段落により下振れするリスクをはらみ、景気回復への踊り場局面が続いています。

このような状況の下、当社グループは、海外生産の増強、グローバル市場での販売拡大、国内住宅関連市場の占

有率拡大や非住宅関連市場の開拓などを目指し、戦略的な製品開発、生産、営業活動を展開いたしました。国内に

おける売上は、主に住宅関連刃物などが前年同期から減少となりました。一方、海外での売上は、東南アジア市

場、アメリカ市場などが増加し、当第３四半期連結累計期間の売上高は135億９千１百万円（前年同期比0.8％増）

となりました。

利益面につきましては、利益率の良い一部の製品売上が減少したことに加え、日本及び中国での売上原価率上昇

などが影響し、営業利益は９億９千７百万円（前年同期比31.4％減）となりました。経常利益は為替差損７千８百

万円を計上したことなどにより９億３千２百万円（前年同期比49.5％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純

利益は５億６千万円（前年同期比53.5％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

海外では金属切断用丸鋸が増加したものの、国内では住宅関連刃物が総じて減少したことなどにより、売上

高は109億６千３百万円（前年同期比2.3％減）となり、営業利益は利益率の良い一部の製品売上が減少したこ

とに加え、生産性悪化などにより売上原価率が上昇したことなどから３億７千２百万円（前年同期比41.7％

減）となりました。

②　インドネシア

木工関連刃物などが増加し、売上高は24億１千９百万円（前年同期比17.8％増）となりました。利益面では

売上増と生産性向上などにより売上原価率が低下し、営業利益は２億７千８百万円（前年同期比19.2％増）と

なりました。

③　米国

現地通貨ドル建て売上では木工関連刃物や自動車関連刃物が減少したものの円換算額では増加となり、売上

高は10億４千９百万円（前年同期比1.4％増）となり、営業利益は９千４百万円（前年同期比24.7％減）とな

りました。

④　欧州

自動車関連刃物などが増加し、売上高は13億３千万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は１億４千４百万

円（前年同期比5.2％増）となりました。

⑤　中国

金属切断用丸鋸が増加したものの木工関連刃物が減少したことなどにより、売上高は16億８千万円（前年同

期比0.4％減）となり、生産性悪化などにより売上原価率が上昇し、営業利益は１億３千８百万円（前年同期

比34.5％減）となりました。

なお、セグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は１億９千８百万円でありました。なお、当第３四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数

100株

計 14,310,000 14,310,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 409,500 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,892,400 138,924 同上

単元未満株式 普通株式 8,100 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権 － 138,924 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
409,500 － 409,500 2.86

計 － 409,500 － 409,500 2.86

 

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,887,121 3,276,704

受取手形及び売掛金 4,874,056 ※２ 4,793,940

商品及び製品 1,817,841 1,854,699

仕掛品 940,652 893,358

原材料及び貯蔵品 1,951,529 2,075,905

その他 948,109 534,480

貸倒引当金 △18,189 △37,988

流動資産合計 14,401,121 13,391,100

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,784,718 4,274,598

機械装置及び運搬具（純額） 4,123,460 4,266,394

その他（純額） 2,568,244 2,964,088

有形固定資産合計 10,476,424 11,505,080

無形固定資産 426,686 433,821

投資その他の資産 ※１ 1,250,544 ※１ 1,511,331

固定資産合計 12,153,655 13,450,234

資産合計 26,554,777 26,841,334
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,893,217 ※２ 1,947,783

未払法人税等 66,928 187,385

賞与引当金 340,352 129,577

その他 1,975,857 ※２ 2,238,255

流動負債合計 4,276,356 4,503,001

固定負債   

退職給付に係る負債 322,205 297,605

その他 479,175 514,998

固定負債合計 801,381 812,603

負債合計 5,077,737 5,315,605

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 16,037,951 16,202,312

自己株式 △208,600 △208,600

株主資本合計 20,139,740 20,304,102

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 333,907 347,737

為替換算調整勘定 1,162,532 997,923

退職給付に係る調整累計額 △159,141 △124,034

その他の包括利益累計額合計 1,337,298 1,221,627

純資産合計 21,477,039 21,525,729

負債純資産合計 26,554,777 26,841,334
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 13,485,030 13,591,425

売上原価 8,811,182 9,244,926

売上総利益 4,673,847 4,346,498

販売費及び一般管理費 3,218,020 3,348,513

営業利益 1,455,826 997,985

営業外収益   

受取利息 3,331 6,653

受取配当金 13,529 16,042

為替差益 405,658 －

デリバティブ評価益 － 959

その他 25,309 25,702

営業外収益合計 447,829 49,358

営業外費用   

売上割引 32,760 30,630

為替差損 － 78,750

デリバティブ評価損 21,227 －

その他 1,669 5,574

営業外費用合計 55,657 114,954

経常利益 1,847,998 932,388

特別利益   

固定資産売却益 3,269 168

特別利益合計 3,269 168

特別損失   

固定資産売却損 13 13

固定資産除却損 56,555 37,133

環境対策費 ※ 11,682 －

特別損失合計 68,251 37,147

税金等調整前四半期純利益 1,783,017 895,410

法人税等 577,215 334,886

四半期純利益 1,205,801 560,524

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,205,801 560,524
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 1,205,801 560,524

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 43,099 13,829

為替換算調整勘定 △248,546 △164,608

退職給付に係る調整額 24,884 35,107

その他の包括利益合計 △180,562 △115,671

四半期包括利益 1,025,239 444,852

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,025,239 444,852

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

投資その他の資産 3,102千円 3,707千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 86,309千円

支払手形 － 86,829

流動負債　その他（設備購入支払手形） － 6,168

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　環境対策費

前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

　当社本社工場敷地内の一部土地における産業廃棄物及び汚染土壌を全量掘削除去するための工事費用額を環境

対策費として特別損失に計上しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 917,179千円 1,023,636千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 104,253 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月５日

取締役会
普通株式 104,253 7.50 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 291,909 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 104,253 7.50 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 インドネシア 米国 欧州 中国 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,628,835 1,795,829 1,035,371 1,303,156 712,218 13,475,410

セグメント間の内部売

上高又は振替高
2,588,181 256,959 101 599 974,409 3,820,251

計 11,217,017 2,052,788 1,035,472 1,303,755 1,686,627 17,295,662

セグメント利益 639,011 233,802 126,034 136,986 211,712 1,347,547

 

     

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 9,619 13,485,030 － 13,485,030

セグメント間の内部売

上高又は振替高
135 3,820,386 △3,820,386 -

計 9,754 17,305,416 △3,820,386 13,485,030

セグメント利益 4,309 1,351,857 103,968 1,455,826

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理店業務な

どであります。

　　　２．セグメント利益の調整額103,968千円には、セグメント間取引消去77,921千円、棚卸資産の調整額

22,357千円、その他3,689千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 インドネシア 米国 欧州 中国 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,440,525 1,977,602 1,049,645 1,329,950 783,602 13,581,326

セグメント間の内部売

上高又は振替高
2,522,674 441,460 183 290 896,679 3,861,289

計 10,963,200 2,419,062 1,049,828 1,330,241 1,680,282 17,442,615

セグメント利益 372,702 278,614 94,891 144,044 138,595 1,028,847

 

     

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 10,098 13,591,425 － 13,591,425

セグメント間の内部売

上高又は振替高
135 3,861,424 △3,861,424 －

計 10,233 17,452,849 △3,861,424 13,591,425

セグメント利益 4,924 1,033,772 △35,787 997,985

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理店業務な

どであります。

　　　２．セグメント利益の調整額△35,787千円には、セグメント間取引消去△12,207千円、棚卸資産の調整

額△25,883千円、その他2,303千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 86円74銭 40円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,205,801 560,524

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
1,205,801 560,524

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成27年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 104,253千円

（ロ）１株当たりの金額 ７円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月４日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成28年２月９日

兼房株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　信勝　　印

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷津　良明　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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